
 

 
  

 
 

 
 
 
 

  株式保有特定会社の改正                  

Ｑ：株式保有特定会社の評価方法が改正さ

れたそうですが、どのようになったのです

か？                                           

  

Ａ：判定基準が25%以上から50%以上になり

ました。 

【解説】 

これまで、取引相場のない株式の発行会社

の中には、類似業種比準方式における標本会

社である上場会社に比べて、資産構成が著し

く偏った会社が見受けられるとして、株式保

有割合が25%以上の大会社を株式保有特定会

社とし、類似業種比準方式ではなく、純資産

価額方式で評価することになっていました。 

しかしながら、さきごろ東京高裁の判決で、

株式保有割合の25%という数値は、現状におい

て、もはや資産構成が著しく株式等に偏って

いるとはいえなくなったとする判断が下され

たことから、評価通達が見直され、判定基準

の25%以上という数値が50%以上に改正される

こととなりました。 

この改正は、平成25年５月27日以後の相続、

遺贈又は贈与により取得した株式等を評価す

る場合に適用されるほか、平成25年５月27日

前に相続等により取得した株式等の評価にも

適用されることとされました。 

したがって、相続税の場合は法定申告期限

から５年以内、贈与税については法定申告期

限から６年以内であれば、この改正を知った

日の翌日から２月以内に更正の請求をして、

納めすぎた税金の還付を受けることができる

こととなっています。 
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